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                             平成２７年６月２２日 

内閣府公共サービス改革推進室 

 

民間競争入札実施事業 

基幹業務用シンクライアントシステム等の運用支援業務の評価（案） 

 

 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成１８年法律第５１号）第７条第

８項の規定に基づく標記事業の評価は以下のとおりである。 

 

Ⅰ 事業の概要等 

１ 実施の経緯及び事業の概要 

 国立研究開発法人日本原子力研究機構（以下「機構」という。）が実施する「基幹業務用

シンクライアントシステム等の運用支援業務」については、公共サービス改革基本方針（平

成２４年７月２０日閣議決定）において、競争の導入による公共サービスの改革に関する法

律に基づく民間競争入札（以下「民間競争入札」という。）を実施することを決定した。こ

れを受けて、機構は、官民競争入札等監理委員会の議を経て定めた「基幹業務用シンクライ

アントシステム等の運用支援業務における民間競争入札実施要項」（以下「実施要項」とい

う。）に基づき、民間競争入札を実施した。その概要は以下のとおりである。 

 

事 項 内 容 

業務内容 

 

 

 

契約期間 

 

受託事業者 

 

 

契約金額 

本事業における業務内容は、基幹業務用シンクライアントシステムを、

効率的かつ円滑に運用するための運用、及び当機構にユーザサポート、

を行うためのものである。 

 

平成２５年４月１日から平成２８年３月３１日までの３年間 

 

株式会社トーコン・システムサービス（平成 25 年 12 月社名変更により現在

は「東京コンピュータサービス株式会社」） 

 

５９,４００,０００円（税抜） 

確保されるべ

き対象公共サ

ービスの質 

 

 

 

① ヘルプデスク利用満足度調査 

ヘルプデスクの利用者に対する満足度のアンケート調査を実施し、そ

の結果の基準スコア（７５点）を維持又は向上すること。 

※満足度は、問合せから回答までに要した時間、回答又は手順に対

する説明の分かりやすさ、回答又は手順に対する結果の正確性、

担当者の応対（言葉遣い、親切さ、丁寧さ等）について、満足１

資料４－２ 
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００点、ほぼ満足８０点、普通６０点、やや不満４０点、不満０

点として各利用者がアンケートに回答した結果の全体の平均点

をもって、ヘルプデスク利用満足度としている（基準スコア７５

点以上）。 

 

② システムの可用性 

 システムの運用管理業務を実施しなければならない時間に対して、全

てのシステムが正常に稼働している時間の比率（正常稼働率）は、四半

期ごとに９８．０％以上であること。 

 

③ システムの重大障害の件数 

 長期にわたり正常に稼動できない事態・状況及び保有するデータの喪

失等により、業務に多大な支障が生じるような重大障害の件数は 0 件

であること。 

 

④  業務の内容 

 対象公共サービスの内容に示す運用管理業務を適切に実施すること。 

 

２ 受託者決定の経緯 

  入札参加者は２者であり、提出された技術提案書を審査した結果、必要事項を満たして

いた技術提案書について、平成２５年２月２０日に開札したところ、予定価格の範囲内で

最低価格を提示した、上記受託事業者が落札者となった。 

 

Ⅲ 評価 

１ 評価方法について 

  機構から提出された平成２５年４月から平成２７年３月までの実施状況についての報

告（別添）に基づき、サービスの質の確保、実施経費等の観点から、事業の評価を行うも

のとする。 

 

２ 対象公共サービスの実施内容に関する評価 

（１）対象公共サービスの質 

①ヘルプデスク利用者満足度調査 

  アンケートの調査項目 年度 点数 

問合せから回答までに要した時間 ２５ ９２．７点 

〃 ２６ ９４．１点 

回答又は手順に対する説明の分かりやすさ ２５ ９２．２点 
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〃 ２６ ９３．１点 

回答又は手順に対する結果の正確性 ２５ ９３．１点 

〃 ２６ ９３．８点 

担当者の応対（言葉遣い、親切さ、丁寧さ等） ２５ ９４．３点 

〃 ２６ ９２．４点 

平均点  ９３．４点 

      

ヘルプデスク利用者に対する満足度（基準スコア７５点）のアンケート調査結果は、

４つの調査項目の平均点が９３．４点となっており、それぞれの調査項目も９３点前

後といずれも基準スコアの７５点を大きく上回っており、サービスの質は設定どおり

確保されている。 

 

②その他の対象公共サービスの質 

確保されるべき対象公共サービスの質として設定された「システムの可用性」、「シ

ステムの重大障害の件数」、「業務の内容」の実施状況は以下のとおりである。いずれ

の指標等についてもサービスの質は設定どおり確保されている。 

指標等 
確保されるべきサービスの

達成目標 
結果 

システムの可用性 システムの運用管理業務を

実施しなければならない時

間に対して、全てのシステ

ムが正常に稼働している時

間の比率（正常稼働率）

は、四半期ごとに９８．

０％以上であること。 

システムの正常稼働率は１

００％であるため、サービ

スの質は設定どおり確保さ

れている。 

システムの重大障害

の件数 

長期にわたり正常に稼動で

きない事態・状況及び保有

するデータの喪失等によ

り、業務に多大な支障が生

じるような重大障害の件数

は０件であること。 

業務に多大な支障が生じる

ようなシステム運用上の重

大障害の件数は０件である

ため、サービスの質は確保

されている。 

業務の内容 対象公共サービスの内容に

示す運用管理業務を適切に

実施すること。 

月次報告による業務内容を

確認したところ、運用管理

業務を適切に実施している

ため、サービスの質は設定

どおり確保されている。 
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（２）実施経費 

◇今回（平成 25年 4月 1日から平成 28年 3月 31日まで）契約金額：59,400,000

円 1か年相当：59,400,000円÷3＝19,800,000 円…① 

◇経費節減効果 前回（平成 24年 4月 1日から平成 25年 3月 31日まで） 

○平成 24年度 情報共有系システムの運用支援業務請負 

契約金額：10,920,000円・・・・・・・・・・・・・② 

○基幹業務用シンクライアントシステムの運用支援業務請負 

契約金額：10,960,000円・・・・・・・・・・・・・③ 

節減額：②＋③－①＝2,080,000円 節減率 9.5％ 

◇平成 24年 4 月～25年 3 月（市場化テスト実施直前）と比較し、各単年度期間に換算 

した場合 2,080,000円（△9.5%）の経費節減の効果があった。 

 

３ 評価のまとめ 

本事業において確保されるべき公共サービスの質は達成されていることから、良好に

事業が実施されていると評価できる。 

実施経費については、年計算で１９，８００千円であり、従来の実施に要した経費２１，

８８０千円と比べて、２，０８０千円（約９．５％）の経費の削減となっている。 

 

４ 今後の事業 

本事業の市場化テストは今期が１期目であり、事業全体を通しての実施状況は以下の

とおりである。 

① 実施期間中に受託民間事業者への業務改善指示等の措置はなく、また、法令違反行       

為等もなかった。 

②  機構には、監事及び外部有識者（公認会計士、弁護士等）で構成され、契約の点検・

見直し等を行う「契約監視委員会」が設置されており、その枠組みの中で実施状況

報告のチェックを受ける体制が整っている。 

③  入札において２者の応札があり、競争性は確保されている。 

④  確保されるべき公共サービスの質において、全ての目標を達成していた。 

⑤  経費削減において、従来経費からの削減率約 9.5％の効果を上げていた。 
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本事業については「市場化テスト終了プロセス及び新プロセス運用に関する指針」（平

成 26 年 3 月 19 日官民競争入札等監理委員会決定）Ⅱ．１．(1)の基準を満たしており、

今期をもって市場化テストを終了することが適当であると考えられる。 

なお、市場化テスト終了後次期事業においては、「競争の導入による公共サービスの改

革に関する法律」の対象から外れることとなるものの、これまでの官民競争入札等監理委

員会における審議を通じて厳しくチェックされてきた公共サービスの質、実施期間、入札

参加資格、入札手続き及び情報開示に関する事項等を踏まえた上で、機構が自ら公共サー

ビスの質の維持向上及びコスト削減を図っていくことを求めたい。 

 

以上 
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平成 27 年 6 月 5 日 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

 
民間競争入札実施事業 

基幹業務用シンクライアントシステム等の運用支援業務の実施状況について

（案） 
 
１．事業の概要 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「機構」という。）の基幹

業務用シンクライアントシステム等の運用支援業務については、「競争の導入

による公共サービスの改革に関する法律（平成 18 年法律第 51 号）」に基づき、

以下の内容により、平成 25 年度から公共サービス改革基本方針に従って競争

入札を実施しており、現在、実施している事業は 1 期目である。 
 
（１）業務内容 
  本件業務は、 

①  機構の基幹業務用シンクライアントシステムを、効率的かつ円滑に運

用するために実施するものであり、請負者は各装置、周辺機器及びこれらを運

用するための導入ソフトウェア等の機能、取扱方法等を十分理解し、本業務を

実施するものとする。 
②  また、ヘルプデスク業務等については、前述のシンクライアントシス

テムも含め、機構全体で保有するすべてのWindows系PC（約 14,000台程度）

について、電話またはメールにより、使い方の説明やトラブル時の復旧・修復

方法、その他一般的な利用法を支援するものであり、Windows 系 PC 全般に

ついての知識・経験並びにユーザサポートを提供するものとする。 
（２）契約期間 
 平成 25 年 4 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日(3 か年) 

（３）請負者 
 株式会社トーコン・システムサービス 

※現在の社名は「東京コンピュータサービス株式会社」 
（平成 25 年 12 月吸収合併） 

（４）実施状況評価期間 
 平成 25 年 4 月 1 日～平成 27 年 3 月 31 日(2 か年) 

（５）契約相手方決定の経緯 
 本事業にかかる落札者の決定は、最低価格落札方式により実施することとし

ており、実施要項及び入札説明書に基づき入札参加者（2 者）から、1 月 31

別添 



日までに提出された技術提案書について、事業に係る技術審査会において審査

を行った結果、要求事項を全て満たしていた。入札価格は、2 月 20 日に開札

し、最低価格落札方式により予定価格の範囲内で最低価格を提示した株式会社

トーコン・システムサービスを落札者として決定した。なお、落札価格は

59,400,000 円（税抜）である。 
 

２．確保されるべきサービスの質の達成状況 
確保されるべき対象公共サービスの質として設定された「業務の内容」、「本

システムの可用性」、「セキュリティ上の重大障害の件数」、「システム運用上の

重大障害の件数」及び「利用者の利用満足度調査」の実施状況は以下のとおり

である。いずれの指標等についてもサービスの質は設定どおり確保されている。 
評価事項 測定指標 評価 

業務の内容 

本業務の内容に示す運用

支援業務を適切に実施す

ること。 

業務月報による業務内容

を確認したところ、運用

支援業務は適切に実施さ

れており、サービスの質

は確保されている。 

本システムの可用性 

本システムの運用支援業

務を実施しなければなら

ない時間に対して、本シ

ステムが正常に稼働して

いる時間の比（以下「正

常稼働率」という。）は、

四半期ごとに 98.0％以上

であること。 

評価期間の本システムの

稼働率は 100%であった

ため、サービスの質は確

保されている。 
 

セキュリティ上の重大障

害の件数 

個人情報、施設等に関す

る情報、その他の契約履

行に際し知り得た情報の

漏えい件数は 0 件である

こと。 

情報漏えい等のセキュリ

ティ上の重大障害の件数

は 0 件であるため、サー

ビスの質は確保されてい

る。 

システム運用上の重大障

害の件数 

本業務に起因した長期に

わたり正常に稼働できな

い事態・状況及び保有す

るデータの喪失等によ

り、機構の業務に多大な

支障が生じるような重大

業務に多大な支障が生じ

るようなシステム運用上

の重大障害の件数は 0 件

であるため、サービスの

質は確保されている。 



障害の件数は 0 件である

こと。 

利用者の利用満足度調査 

本業務の利用者に対する

満足度のアンケート調査

の結果において、基準ス

コア（75 点）を維持又は

向上に努めること。 
 
アンケート実施時期： 
（平成 25 年度） 
対象者数：107 人（ヘル

プデスク利用 4 回以上） 
回収数：49 通 
回収率：45.8% 
 
 
 
 
 
 
 
アンケート実施時期： 
（平成 26 年度） 
対象者数：84 人（ヘルプ

デスク利用 4 回以上） 
回収数：58 通 
回収率：69.0% 
 

利用満足度調査のスコア
※１は以下に示すとおり全

ての項目で基準スコア以

上であり、サービスの質

は設定どおり確保されて

いる。 
【平成 25 年度の満足度

調査スコア】 
●問い合わせから回答ま

でに要した時間：92.7 点 
●回答又は手順に対する

説明の分かりやすさ：

92.2 点 
●回答又は手順に対する

結果の正確性について：

93.1 点 
●担当者の対応（言葉遣

い、親切さ、丁寧さ等）：

94.3 点 
全項目の平均満足度スコ

ア 
：93.1 点 
 
【平成 26 年度の満足度

調査スコア】 
●問い合わせから回答ま

でに要した時間：94.1 点 
●回答又は手順に対する

説明の分かりやすさ：

93.1 点 
●回答又は手順に対する

結果の正確性について：

93.8 点 
●担当者の対応（言葉遣



い、親切さ、丁寧さ等）：

92.4 点 
全項目の平均満足度スコ

ア 
：93.4 点 

※１ 問い合せから回答までに要した時間、回答又は手順に対する説明の分かり

やすさ、回答又は手順に対する結果の正確性及び担当者の対応（言葉遣い、

親切さ、丁寧さ等）について、「満足」（配点 100 点）、「ほぼ満足」（同 80 点）、

「普通」（同 60 点）、「やや不満」（同 40 点）、「不満」（同 0 点）で回答を求め、

項目毎の回答の平均点をもって利用者の利用満足度としている。（基準スコア

75 点以上）。 
 

３．実施経費の状況及び評価（金額は全て税抜） 
（１）実施経費 
今回（平成25年4月1日から平成28年3月31日まで）契約金額：59,400,000円 

 1か年相当：59,400,000円÷3＝19,800,000円・・・① 
（２）経費節減効果 前回（平成24年4月1日から平成25年3月31日） 
 ○平成24年度 情報共有系システムの運用及び保守に関わる業務請負契約 
 契約金額：10,920,000円・・・・・・・・・・② 
 ○基幹業務用シンクライアントシステムの運用支援業務請負 
 契約金額：10,960,000円・・・・・・・・・・③ 
 節減額：②＋③－①＝2,080,000円 節減率 9.5％ 
（３）評価 
 平成24年4月1日から平成25年3月（市場化テスト実施直前）と比較し、約

9.5％（2,080,000円）の経費節減効果があった。 
 
４．民間事業者からの改善提案による改善実施事項等 

特になし。 
 
５．全体的な評価 
（１）平成 25 年 4 月から平成 27 年 3 月までのシステム運用状況については、

個人情報等の機微な情報の流出やシステムが長期にわたり正常に稼動できな

い事態・状況及びシステムが保有するデータの喪失等の重大な障害や問題は

発生しておらず、正常稼働率 100%であることから、設定したサービスの質は

確保できたものと評価できる。 
（２）平成 25 年 4 月から実施している本業務について、利用満足度調査を平成



25 年度と平成 26 年度の各年度末に、ヘルプデスク利用者（4 回以上）を対象

にアンケートを実施したところ、全ての項目において基準スコアとしている

75 点を上回る結果となった。 
さらに、本アンケート調査の自由記述欄には、対応が迅速かつ丁寧で非常に

感謝している旨の声が多いこと。また質問 4（担当者の対応（言葉使い、親切

さ、丁寧さ等の対応））の満足度でも過半数以上（平成 25 年度が 38/49 名、

平成 26 年度が 41/58 名）が満足と回答しており、利用者から高い評価を得て

いる。 
（３）以上のように、実施要項において設定したサービスの質は確保されてお

り、基幹業務用シンクライアントシステムの効率的かつ円滑な運用及びヘル

プデスク業務等を通じた IT 活用支援によって、業務の効率化に資するという

目的は、達成しているものと評価できる。 
 
６．今後の事業 
（１）本事業への市場化テスト導入は今回が初めてであるが、事業全体を通し

た実施状況は以下のとおりである。 
①実施期間中に民間事業者が業務改善指示等を受ける、あるいは業務に係る法

令違反行為等を行った事案はなかった。 
②機構には、監事及び外部有識者（公認会計士、弁護士等）で構成され、契約

の点検・見直し等を行う「契約監視委員会」が設置されており、その枠組み

の中で実施状況報告のチェックを受ける体制が整っている。 
③本事業入札においては二者からの応札があり、競争性は確保されていた。 
④対象公共サービスの確保されるべき質に係る達成目標について、目標を達 

成していた。 
⑤市場化テスト実施直前と比較し、約9.5％の経費節減効果があった。 

（２）上述のとおり、全体において良好な実施結果を得られていることから、

次期事業においては「市場化テスト終了プロセス及び新プロセス運用に

関する指針」（平成26年3月19日官民競争入札等監理委員会決定）に基づ

き、市場化テストという形式を終了したい。なお、市場化テストを終了

した後は、原子力機構内部の契約監視委員会において公共サービスの質

の維持向上を踏まえ実施状況の点検を受けることとしたい。 
 




